
器・備品の更新を実施す 小中学校の校地、校舎、屋内運動場等施設の適切な管理と、老朽化した施設の改善工事や修繕を実施し、児
施策目的・

(2)目的 るなど、施設や設備、教育機器などの整備・充実に努めます。 事業目的 童・生徒が安全で安心して学ぶ環境を整備する。
展開方向

・校地及び施設の点検に基づき改善工事及び修繕等により適切な対応を図る。 ・学校施設の点検や学校からの不具合の報告に基づき適切に対応する。　・修繕予算のうち軽微な修繕は各
・校地内の樹木の剪定、草刈業務等を委託する。 学校予算配当し学校で対応する。・一小学校プール濾過装置交換工事及び翌年度交換工事校設計委託（４月
・今後、老朽化した施設が増加する中で、学校施設の個別施設計画（長寿命化計画）を策定し、中長期的な 当該年度 ～１１月）・小中学校消防設備修繕（４月～８月）・給水設備更新工事及び翌年度更新工事校設計委託（４
トータルコストの縮減及び予算の平準化を図りつつ、計画的な施設整備を進める。 執行計画 月～９月）・二小グラウンドトイレ賃貸借（４月～３月）

(3)事業内容 内　　容

改善工事・修繕実施校数 想定値 19当該年度
単位 校

活動結果指標 実績値 19

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 適切な施設維持管理業務委託、改善工事及び修繕を完了し、安全で安心な環境を整備する。 直接 改善工事・修繕実施校数 校 19 19

令和 2年度 適切な施設維持管理業務委託、改善工事及び修繕を完了し、安全で安心な環境を整備する。 直接 改善工事・修繕実施校数 校 19

令和 3年度 適切な施設維持管理業務委託、改善工事及び修繕を完了し、安全で安心な環境を整備する。 直接 改善工事・修繕実施校数 校 19

経常費全体の削減の中で、計画的に事業を実施し、費用の節約を図る必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

〇小学校１３校施設維持管理費 194,140 〇小学校１３校施設維持管理費 198,773 197,986 〇小学校１３校施設維持管理費 189,294 〇小学校１３校施設維持管理費 189,294
〇中学校６校施設維持管理費 40,188 〇中学校６校施設維持管理費 44,897 44,833 〇中学校６校施設維持管理費 40,387 〇中学校６校施設維持管理費 40,387

＊ ◎プール濾過装置の更新★ ＊ ◎プール濾過装置の更新★ ＊ ◎プール濾過装置の更新★ ＊ ◎プール濾過装置の更新★
＊ ・新木小学校プール濾過装置交換工事費 10,228 ＊ ・第一小学校プール濾過装置交換工事費 8,578 8,578 ＊ ・湖北小学校プール濾過装置交換工事費 15,866 ＊ ・湖北中学校プール濾過装置交換工事費 15,866
＊ ・Ｈ３１濾過装置交換校設計委託料 1,260 ＊ ・Ｈ３２濾過装置交換校設計委託料 1,221 1,220 ＊ ・Ｈ３３濾過装置交換校設計委託料 1,307 ＊ ・Ｈ３３濾過装置交換校設計委託料 1,307
＊ ◎小中学校キュービクルの更新★ ＊ ◎小中学校給水設備の更新★ ＊ ◎小中学校給水設備の更新★ ＊ ◎小中学校給水設備の更新★
＊ ・キュービクル更新工事費６校 138,299 ＊ ・一小給水設備更新工事費・監理委託料 29,678 29,677 ＊ ・二小給水設備更新工事費・監理委託料 24,329 ＊ ・四小給水設備更新工事費・監理委託料 37,415

実施内容 ＊ ・ＰＣＢ処理業務委託料５校 2,160 ＊ ・東小給水設備更新工事費・監理委託料 28,947 28,946 ＊ ・並木小設備更新工事費・監理委託料 34,819 ＊ ・三小給水設備更新工事費・監理委託料 35,157
＊ ◎小中学校給水設備の更新★ ＊ ・３２給水設備更新工事設計委託料２校 3,302 3,024 ＊ ・布佐小設備更新工事費・監理委託料 33,411 ＊ ・我孫子中設備更新工事費・監理委託料 35,157

(8)施行事項
費　　用 ＊ ・給水設備更新工事設計委託料２校 3,784 ＊ ・仮設トイレレンタル料 255 205 ＊ ・仮設トイレレンタル料 390 ＊ ・仮設トイレレンタル料 390

＊ ・給水設備更新工事費２校 73,506 ＊ ・水道工事検査等手数料 15 15 ＊ ・水道工事検査等手数料 23 ＊ ・水道工事検査等手数料 23
＊ ・給水設備更新工事監理委託料２校 2,644 ＊ ◎小中学校消防用設備修繕 ＊ ・３３給水設備更新工事設計委託料３校 5,632
＊ ・３１給水設備更新工事設計委託料３校 5,516 ＊ ・小学校施設整備修繕（防排煙設備） 11,589 11,588 ＊ ◎小中学校消防用設備修繕
＊ ・仮設トイレレンタル料 138 ＊ ・中学校施設整備修繕（防排煙設備） 3,651 3,650 ＊ ・小学校施設整備修繕 12,000
＊ ◎小中学校消防設備の修繕 ＊ ・小学校施設整備修繕（消火栓配管） 5,249 5,249 ＊ ・中学校施設整備修繕 4,000
＊ ・消防用設備修繕 28,511 ＊ ◎二小グラウンドトイレの整備★

施設担当１号嘱託職員人件費１人 2,190 ＊ 屋外トイレ賃借料 1,519 1,432
＊ 【６月補正】 施設担当１号嘱託職員人件費１人 2,190 2,184
＊ ・消防用設備備品購入 9,207
＊ 【９月補正】四小用地取得分 72,391

予算(決算)額 合　　計 584,162 合　　計 339,864 338,587 合　　計 361,458 合　　計 354,996
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 75 ％ 235,700 充当率 75 ％ 50,300 50,300 充当率 75 ％ 81,100 充当率 75 ％ 92,400

(9)財源内訳
一般財源 348,462 289,564 288,287 280,358 262,596

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.5 1.25 1.25 1.05 1.05
正職員人件費 13,200 11,000 11,000 9,240 9,240

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,190 2,190 2,190 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 597,362 350,864 349,587 370,698 364,236
(11)単位費用

31,440.11千円／校 18,466.53千円／校 18,399.32
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・施設改善工事は、校舎等施設の老朽化が進行しているため早期改修が必要な状況であり、施設の耐用年数の延長を図る ●①事前確認での想定どおり
ため重要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ・施設の老朽化が進んでおり修繕の実施により学習環境の維持を図ることは必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ・校地内樹木の剪定等は、施設管理と環境維持のため、必要な業務である。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

安全な学校施設の管理運営を実施した。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 学校施設であり市が主体となって事業を進める必要がある。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
学校施設であり市が主体となって事業を進める必要がある。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている エネルギー効率等に配慮した整備等。 環境に配慮した材料等の使用。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(校) 目標値(b)(校) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(校) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
19 19 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

概ね計画どおり事業が実施できた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 19 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 350,864 246,498 349,587 99.64
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

41.26

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.05

校 100万円 0.05 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
学校施設の維持管理に必要不可欠な事業であり、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1007 課コード 1501 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・総務課

個別事業 小中学校施設 の維持管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 1.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 345,374 千円 (うち人件費 11,000 千円）⑦事業費
総事業費 155,487 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 350,864 千円 (うち人件費 11,000 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52104 重点４ ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安心して快適に学べる教育・学習環境をつくるため、校舎等の老朽対策やＩＣＴ機



事業目的 運営に資するための必要な事務を行う。
展開方向

・教育長のスケジュール管理 ・随時　教育長のスケジュール調整
・交際費の管理 ・毎月　交際費の管理
・教育委員の各種行事への出席に係る連絡調整 当該年度 ・随時　教育委員との連絡調整
・我孫子市教育施策の策定 執行計画 ・７月～９月　教育要覧「あびこの教育」の作成

(3)事業内容 内　　容 ・教育要覧「あびこの教育」の作成 ・１１～３月　我孫子市教育施策の策定
・教育委員会の点検・評価報告書の作成 ・９～１１月　教育委員会の点検・評価報告書の作成
・Ｈ３１で１１年目を迎える教育長車の入れ替えをリースで行う 教育長のスケジュール調整日数 想定値 365当該年度

単位 日
活動結果指標 実績値 365

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 教育長のスケジュールを適切に調整する。 直接 教育長の公務の適正執行率 ％ 100 100

令和 2年度 教育長のスケジュールを適切に調整する。 直接 教育長の公務の適正執行率 ％ 100

令和 3年度 教育長のスケジュールを適切に調整する。 直接 教育長の公務の適正執行率 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

賃金 1,480 賃金 115 0 賃金 1,529 賃金 1,529
旅費 10 旅費 27 21 旅費 27 旅費 27
交際費 20 交際費 15 9 交際費 15 交際費 15
需用費 5,554 需用費 5,510 4,972 需用費 5,510 需用費 5,510
役務費 1,007 役務費 1,034 865 役務費 1,037 役務費 1,037
使用料及び賃借料 10,953 使用料及び賃借料 11,168 11,157 使用料及び賃借料 11,170 使用料及び賃借料 11,170
負担金補助及び交付金 18 事務用備品購入費 237 237 負担金補助及び交付金 18 負担金補助及び交付金 18

実施内容 公課費 51 負担金補助及び交付金 141 140 公課費 51 公課費 33
公課費 33 33

(8)施行事項
費　　用 総務担当２号嘱託職員０．２人 525 総務担当２号嘱託職員０．２人 525 525 総務担当２号嘱託職員０．２人 525 総務担当２号嘱託職員０．２人 525

予算(決算)額 合　　計 19,618 合　　計 18,805 17,959 合　　計 19,882 合　　計 19,864
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 19,618 18,805 17,959 19,882 19,864

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.65 0.65 0.65 0.65 0.65
正職員人件費 5,720 5,720 5,720 5,720 5,720

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 525 525 525 525 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 25,338 24,525 23,679 25,602 25,584
(11)単位費用

69.42千円／日 67.19千円／日 64.87
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

教育長のスケジュールを適切に管理し、公務に支障がないよう調整することは必要不可欠な事業である。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

教育長スケジュールに支障がないよう、的確かつ効率的に調整を行った。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が主体で行わなければ、関係機関等との調整ができない。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

庁内・外部関係機関などとの連絡調整を迅速に行い、的確にスケジュール管理を
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

遂行した。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 24,525 813 23,679 96.55
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

3.21

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.41

％ 10万円 0.42 102.44

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
教育長が支障なく公務を遂行するため、適格なスケジュール管理は必要であることから、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1021 課コード 1501 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・総務課

個別事業 教育長の秘書業務等 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.65 人）
(1)事業概要

(当　初) 25,584 千円 (うち人件費 5,720 千円）⑦事業費
総事業費 2,792 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 24,525 千円 (うち人件費 5,720 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

教育長のスケジュールを適切に管理し公務に支障がないよう調整するとともに、教育委員会事務局の適正な
施策目的・

(2)目的



発電所事故に伴う放射能の除去を実施し、児童・生徒が安全で安心して学ぶ環境を整備する
施策目的・

(2)目的 路上喫煙、犬の糞害に対する指導、不法投棄と野焼きに対する監視や戸別指導を実施して、公害や生活環境 事業目的 。
展開方向

の悪化を防止します。また、ＰＭ２．５や放射性物質などの新たな環境問題については、国、県、近隣自治
福島第一原子力発電所事故に伴う放射能の除去を実施する。 福島第一原発事故に伴う放射線低減策を実施する。
高さ5センチで、平均放射線量を毎時０．２３マイクロシーベルト以下を目指す。 局所的に線量の高い場所（ホットスポット）への対応
放射線量の高い場所（ホットスポット）の除染を実施する。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

除染実施校 想定値 0当該年度
単位 校

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 適切な業務委託、除染工事を完了し、安全で安心な環境を整備する。 直接 除染工事完了校数 校 0 0

令和 2年度 直接 0

令和 3年度 直接 0

定期的な放射線量測定に基づき、対象箇所が生じた場合は速やかに除染対応を実施する。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 定期的な放射線量測定結果により対応 ＊ 定期的な放射線量測定結果により対応 ＊ 定期的な放射線量測定結果により対応 ＊ 定期的な放射線量測定結果により対応

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
正職員人件費 880 880 880 880 880

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 880 880 880 880 880
(11)単位費用

0千円／校 0千円／校 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

福島第一原子力発電所事故により、被害を受けた施設について、除染工事を行うことにより、児童・生徒の学習活動への ●①事前確認での想定どおり
影響を最小限にする必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

定期的な放射線量の測定により除染を必要とする学校施設は生じなかった。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 学校施設であり市が主体となって事業を進める必要がある。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 保護者の協力を得ながら実施する必要がある。 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
●③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 放射能低減対策事業であるため。 市内小中学校において０．２３マイクロシーベルトを超える ●①想定どおり
□②生き物と共存している ホットスポットは生じなかった。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(校) 目標値(b)(校) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(校) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 0 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

０．２３マイクロシーベルトを超えるホットスポットは生じなかった。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 880 0 880 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 ０．２３マイクロシーベルトを超えるホットスポットは

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 生じなかった。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 0

校 10万円 0 NaN (非数値)

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
児童生徒の安全で安心な学習環境を維持するため必要不可欠な事業であるため、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1947 課コード 1501 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 教育総務部・総務課

個別事業 小中学校施設の放射能対策 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成23年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 880 千円 (うち人件費 880 千円）⑦事業費
総事業費 398,917 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12201 重点なし ○有 ●無 (計画名) 放射能対策総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

良好な生活環境を維持するため、定期的な環境調査や事業所などへの監視・指導を継続して行うとともに、 福島第一原子力



・定例・臨時教育委員会の開催 ・定例教育委員会の開催（毎月）
・教育長及び教育委員の研修等への出席 ・臨時教育委員会の開催（１～２回）

当該年度 ・千葉県教育委員会連絡協議会研修会（年３回）
執行計画 ・関東甲信越静連合協議会研修会（年１回）

(3)事業内容 内　　容 ・その他の会議及び研修会への出席（随時）

定例・臨時教育委員会議の開催率(定例年12回 臨時1回) 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 定例・臨時教育委員会議の開催 直接 定例・臨時教育委員会議の開催 ％ 100 100

令和 2年度 定例・臨時教育委員会議の開催 直接 定例・臨時教育委員会議の開催 ％ 100

令和 3年度 定例・臨時教育委員会議の開催 直接 定例・臨時教育委員会議の開催 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ○無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

教育委員会委員報酬 2,640 教育委員会委員報酬 2,640 2,640 教育委員会委員報酬 2,640 教育委員会委員報酬 2,640
報償費 13 報償費 13 13 報償費 13 報償費 13
旅費 323 旅費 285 101 旅費 285 旅費 285
交際費 100 交際費 100 63 交際費 100 交際費 100
負担金補助金及び交付金 106 負担金補助金及び交付金 175 171 負担金補助金及び交付金 175 負担金補助金及び交付金 175

総務担当２号嘱託職員０．２人 525 総務担当２号嘱託職員０．２人 525 525 総務担当２号嘱託職員０．２人 525 総務担当２号嘱託職員０．２人 525
実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 3,707 合　　計 3,738 3,513 合　　計 3,738 合　　計 3,738
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 3,707 3,738 3,513 3,738 3,738

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1
正職員人件費 9,680 9,680 9,680 9,680 9,680

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 525 525 525 525 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 13,387 13,418 13,193 13,418 13,418
(11)単位費用

133.87千円／％ 134.18千円／％ 131.93
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地方教育行政の組織及び運営に関する法律に定められている ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

法律で定められた事務事業であり、実施する必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法律で定められた事務事業であり、市が主体となって実施す

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 る必要がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
地方教育行政の組織及び運営に関する法律第14条により、教育委員会が主体となって実施する。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 会議資料の作成部数を必要最小限に止めるとともに、会議開 会議資料を必要最小限の印刷部数にすることや会議室の照明 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 催時は室内の照明を部分的に消灯するなどして、環境負荷の を部分消灯し、環境負荷の低減を図った。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している 低減に取り組んでいる。

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

教育委員会会議を予定どおり開催することができた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 13,418 △31 13,193 98.32
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△0.23

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.75

％ 10万円 0.76 101.33

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律に定められた事業であることから、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2014 課コード 1501 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 教育総務部・総務課

個別事業 定例・臨時教育委員会の運営 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 1.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 13,418 千円 (うち人件費 9,680 千円）⑦事業費
総事業費 10,762 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

定例・臨時教育委員会を開催し、教育行政の運営に関する基本方針の決定と規則の制定・改廃等を行う。
施策目的・

(2)目的 事業目的
展開方向



実施す 平成２８年６月に策定された我孫子市公共施設等総合管理計画に基づき、学校施設の個別施設計画を策定し
施策目的・

(2)目的 るなど、施設や設備、教育機器などの整備・充実に努めます。 事業目的 、老朽化が進む学校施設の改修等を計画的に実施する。
展開方向

我孫子市の教育施策や基本方針を踏まえ、学校施設の中長期的な維持管理等に係るトータルコストの縮減及 ２０１９年４月　計画策定業務委託入札
び予算の平準化を図りつつ、学校施設に求められる機能や性能を考慮しながら、老朽化が進む施設の計画的 ２０１９年５月～２０２０年３月　個別施設計画の策定
な改修等を進める。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

個別施設計画策定 想定値 1当該年度
単位 計画

活動結果指標 実績値 1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 学校施設の個別施設計画を策定する。 直接 個別施設計画策定 計画 1 1

令和 2年度 計画に基づいた大規模改修を実施する。 直接 大規模改修実施校数 校 1

令和 3年度 計画に基づいた大規模改修を実施する。 直接 大規模改修実施校数 校 3

長期的に実施する事業であるため、５年程度の期間ごとに計画の見直しを行う必要がある。また、学校施設であることから関係
(7)事業実施上の課題と対応 機関等との調整も図りながら進める必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 個別施設計画策定業務委託料 10,558 10,450 ＊ 【校舎】 ＊ 【校舎】
＊ 個別施設計画策定委員報償費 77 35 ＊ 大規模改修工事設計業務委託料 17,000 ＊ 大規模改修工事費 250,000
＊ 旅費 2 2 ＊ 【給食施設】 ＊ 大規模改修工事監理業務委託料 15,000

＊ 改修工事設計業務委託料 10,000 ＊ 2022年大規模改修工事設計業務委託料 17,000
＊ 【給食施設】
＊ 新築・改修工事費 120,000
＊ 新築・改修工事監理業務委託料 9,000

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 10,637 10,487 合　　計 27,000 合　　計 411,000
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 33 ％ 126,666
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 75 ％ 198,200

(9)財源内訳
一般財源 0 10,637 10,487 27,000 86,134

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 0.45 0.45 0.55 0.55
正職員人件費 0 3,960 3,960 4,840 4,840

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 0 14,597 14,447 31,840 415,840
(11)単位費用

0千円／＊＊ 14,597千円／計画 14,447
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

学校施設の老朽化が進む中で快適な学習環境を維持するため、トータルコストを加味した計画的な整備の検討が必要であ ●①事前確認での想定どおり
ることから個別施設計画の策定は必須である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

今後の児童生徒数予測や予算の平準化を図りつつ施設の計画的な改修等を推進するための学校施設個別施設計画を策定し
た。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 学校施設であり、今後の児童生徒数の推移も注視しながら市

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 が推進する必要がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 計画策定の中で学区の見直しや学校の統廃合の時期も検討す 個別施設策定委員会委員に学校長も含めた所管課や保護者の ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ることから、その段階で保護者や地域住民の参加を考慮する 委員参加により、学校現場の意見も加味した計画となった。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
計画の策定を行うにあたり、保護者や地域市民の声を直接聞いている学校現場の校長も策定委員として含める。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 学校施設の改修を行う上で、照明等は省エネルギー型等に順 今後の学校施設整備計画に環境負荷低減に寄与する改修内容 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 次改修し、環境負荷低減に努める。 を加味した。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(計画) 目標値(b)(計画) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(計画) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1 1 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

当初の予定どおり学校施設個別施設計画を策定した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 1 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 14,597 ― 14,447 98.97
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

―

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.69

計画 1000万円 0.69 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
老朽化が進む学校施設を計画的に整備する必要がある。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2240 課コード 1501 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 教育総務部・総務課

個別事業 学校施設個別施設計画の策定・推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ 令和36年度 ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.45 人）
(1)事業概要

(当　初) 14,597 千円 (うち人件費 3,960 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52104 重点４ ○有 ●無 (計画名) 学校施設個別施設計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安心して快適に学べる教育・学習環境をつくるため、校舎等の老朽対策やＩＣＴ機器・備品の更新を


